





















































































工業部門 1907年 1909年 1916年 1919年
〔染織工業〕









醸造 297 （444） 488
凍豆腐
1，196
188 141 3 648
飲食物工業計 2，223
〔化学工業〕




















ブラシ 7 18 221 968










































































































工場 6戸 45戸 63戸
家内工業 840 21 15
織元 147 19 57
賃織 7，703 931 435







織元 280 O O賃織 8，850 1，193 647




家内工業 100台 200台 20台928 58 40
織元 189
賃織 O O8，288 1，190 649




1，960台0 8 2，978台織元 200賃織 0 00 O 0





























































































































記載工場数 5戸 41戸 54戸
無動力工場 1 3 12
































































































































































































































































































































製造戸数 22戸 26戸 26戸
生産額 297千円 488千円 1，196千円
工場数 3戸 3戸 3戸
工場内男工
工場内女工
40人 45人 37人O O O



























































1907年 ig09年 1916年 1919年
製造戸数 3戸 4戸 159戸 111戸
男工
女工
20人 24人21 22 1，220人425 531人215
職工数合計 41 46 1，645、 746
生産額
うち貝ボタン 4千円4 5千円5 441千円358 3，496千円3，206
工場数 3戸 5戸 28戸 8戸
工場内男工
工場内女工
32人 37人11 474人30 132人106 25
合計 43 67 580 157






















































1907年 1909年 1916年 1919年
製造戸数 5戸 9戸 μ戸 100戸
男工 7人 18人 157人 303人
女工 376 147 268 803
職工数合計 383 165 425 1，106
生産額 7千円 18千円・ 221千円 968千円うち歯プラシ 4 12 182 814
工場数 2戸 2戸 17戸 25戸
工場内男工 ○人 0人 117人 164人
工場内女工 坐O 187 470 497
合計 440 187 587 661


























































1907年 1909年 工916年 19i9年
製造戸数 8戸 7戸 10戸 8戸
男工
女工 209人 213人必6 360人408 314人630 48i
職工数合計 655 621 990 795
生産額
うち黄燐マッチ
289千円 305千円221 995千円305 995 1，408千円1，357
工場数 9戸 7戸 9戸 7戸
工場内勇工
工場内女工 236人 213人459 345人 2勿人408 610 392
合計 695 621 955 636
無動力工場動力工場 9戸 7戸 8戸 6戸
うち電動機使用 1 11 1
〔出典〕第5表に同じ。
〔注〕工場数と工場内職工数はいずれの年も職工数10人以上工場のものであ飢
業）型と共通の性格を持っているが，家内工業
という形をとらず，集中作業場に労働者を集め
て工場内で作業を行わせている。大阪府内のマ
ッチ製造業は主にインド方面への輸出用である
黄燐マッチを製造していた。当時のマッチ製造
業ぽ技術的には低位なもので，多数の労働者を
一つの作業場に集め，主に分業に基づく協業に
よって生産を行うマニュファクチュアの形態を
とるものが多かったと言われる。明治中期まで
めマッチ製造業は，大阪市内で都市貧民を供給
源とする婦女子や幼年工を家計補充的な低賃金
で雇用していたが，明治末から大正期にかけて
郊外の河内地方などに工場を移すようになっ
た。この工場進出は，同業が製造に危険を伴
い，悪臭を放つことなどから，次第に人口密集
地での工場立地が困難になったこと，さらに市
内よりも一層低廉な労働力を求めて促進された
のである。
　第7表が河内地方のマッチ製造業の概況を示
す。マッチ製造業は新工業の中でも比較的早く
から河内地方に進出しており，明治末期にはす
でにかなり多数の職工を雇用しているが，第一
次大戦前半には生産額の増加に伴って雇用職工
数が一層増加しれこの表から読み取れるマッ
チ製造業の特徴を2点指摘すると，一つは，製
造戸数と工場数が，また職工総数と工場内職工
数がいずれもほぼ一致していることである。こ
㍗はマッチ製造業においては家内工業が存在せ
ず，もっばらかなり多数（1工場平均100人近
く）の職工を集めた工場において生産が行われ
たことを示している。二つ目は，マッチ製造工
場の使用職工数は多数であるが，ほとんど工場
の動カ化が見られず，1919年になってもわずか
に1工場で電動機が使用されているのみだとい
う事実である。ζの2点から判断して，マッチ
製造業は河内地方に進出した後も，明治期の大
阪市内と同様に婦女子や幼年工を主体とする安
価な労働力を工場に集め，マニュファクチュア
の形態の下で生産を行っていたとみて間違いな
いであろう。
　以上の二類型からなる新工業の特徴をまとめ
ておこう。副業（家内工業）型新工業では主な
作業が機械化されているが，その機械はほとん
ど動力を必要としないごく簡単なものである。
そのため工場制をとる利点が小さく，安価な農
村余剰労働力の使用という面からは農家副業を
利用する問屋制家内工業の形態が最適だったの
である。この型の新工様は従来の河内農村にお
ける綿織物業の地位を引継いだものと言えよ
」う。第二のマニュファクチュア型は機械化以前
大正期における河内の中小工業--動力問題を中心に--
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の手工業段階にあったが，危険をともなうなど
の作業の性質上家内工業形態をとらず，主に集
中作業場で作業が行われ㍍この型の工業では
かなり多数の婦女子や幼年工を雇用し，分業を．
ともなう手作業で製造が行われたのであ孔こ
のように，河内地方の新工業は工場制手工業の
段階か，一歩進んだ機械制生産の初期段階にあ
ったとみられる。したがって大正期の河内地方
では，機械制工場生産に移行した綿織物業より
遅れた段階にある諸工業が農村内部で綿織物業
に取って代わったと言ってよいであろう。
V　結　　　ぴ
　本稿では，明治末期から第一次大戦期までの
河内工業の発展過程をたどってきれこの間に
河内地方の工業生産は飛躍的な発展を遂げてい
る。それは量的発展にとどまらず，産業構造の
質的変化にも及んでおり，在来工業に代わる新
工業の登裏も見られた。したがって，府下の他
地域の発展には遅れをとっていたとはいえ・こ
の間における河内工業の発展は目覚ましいもの
であったと言えよう。本節では当該期河内工業
の発展内容をまとめて本稿の結びとしたい。
　江戸時代から手作・手紡・手織という形で，
緊密な農工結合の下で行われてきた本来の河内
木綿生産は明治末期までにほとんど消滅した。
しかし，河内木綿の衰退は河内における綿業の
消滅を意味したのではない。河内木綿の衰退過
程で河内綿業における社会的分業が進んだ結
果，明治末の時点では綿業の農工結合関係は解
体に向い，手作と手紡は河内農家の手から奪わ
れたが，綿業最終工程の綿織物業は典型的な問
屋制家内工業である賃織（出機）の下で，農家
の副業として盛んに行われていたのである。問
屋制家内工業に移行した綿織物業，江戸時代以
来マニュファクチュア形態をとっていた製油業
と醸造業，これらが明治末期河内工業を代表す
る工業部門であった。そしてこの状態が大正期
における発展の出発点となった。
　大正期に入って河内地方の工業的発展の基軸
となったのは，綿織物業における機械制工場生
産への移行であった。第一次大戦期の市場拡大
を背景とした国産小幅力織機の実用化と電力の
普及がこの移行を促進し，飛躍的な生産額の増
加が可能となったのである。しかし，それは同
時に河内の綿業における農工結合関係の消減を
意味しており，この消滅によって綿織物業は農
家副業の地位を失うにいたった。農家副業とし
ての綿織物業の消減は河内農村の内部に新たな
余剰労働力を発生させたが，その利用を目的と
して大阪市内から新工業が進出してきた。新工
業の一類型はボタン製造業やブラシ製造業など
の雑工業を中心とする，機械化されてはいるも
のの工場化要因の小さい工業群であり，他の類
型はマッチ製造業というマニュファクチュア段
階にある工業であった。大正期に入り第一次大
戦を迎えた河内工業は機械制工場生産に移行し
て農家副業の地位を失った綿織物業を一方の軸
とし，大阪市内から進出して綿織物業に代わる
位置に？いたいくつかの新工業を他方の軸とす
る構造を持つものとなり，それらを中心にめざ
ましい発展を示したのである。
注
1）阿部武司「綿織物業の地域類型」『社会経済史
　学」第49巻第6号，1984年，図1にあるように，
　綿織物業に限れば北河内郡と中河内郡を一つの産
　地とし，南河内郡は別個の産地とみなすべきであ
　ろ㌔また中島茂「大阪府におげる織物工場の分
　布動向　一明治後期の和泉・河内地方について
　一」『経済地理学年報』第28巻第4号，1982年
　でも北河内郡西部と中河内郡北部が一つの綿織物
　業地域を形成していたとされている。しかし，農
　業も合めた産業構造全体を問題にする場合には，
　河内木綿の歴史が示しているように中河内郡と南
　河内郡を一つの経済圏と考えるぺきであろう。現
　在の枚方市などを中心とする北河内郡主要部は両
　郡とは別の経済圏を形成していたとみられる。
2）武部善人r河内木綿史』，1981年，序1ぺ一ジ。
3）武部善人「摂河泉の綿業」地方史研究協議会編
　r日本産業吏体系　6近畿地方篇』，1960年，134
　ぺ一篶なお河内木綿に関する研究としては上記
　2文献の他にとりあえず以下のものをあげておき
　たい。武部善人r河内木綿の研究』，1957年，東
大正期における河内の中小工業--動力問題を中心に--
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　大阪市教育委員会編r河内木綿』，1973年，山中
　陽介「近世後期河内の綿作と在郷商人」r布施市
　史研究紀要』第4号，1960年，森杉夫「近世河内
　の綿作」r同』第24号，1963年，棚橋利光「河内
　木綿の販路一河内から近江へ一」『八尾市
　史紀要』第4号，1974年。
4）この時期の河内工業について言及している文献
　には上記の武部善人氏の業績の他に柏原市史編纂
　委員会編『柏原市史　第3巻』，1972年，毎日放
　送文化双書6r大阪の産業と社会』，1973年，第
　3章明治後期の大阪経済（武知京三執筆），第4
　章大正期大阪の産業と社会（芝村篤樹執筆），福山
　昭「明治後期・地域金融機構の展開　一大阪府
　南河内における二銀行の経営をめぐって一」大
　阪歴吏学会編『近代大阪の歴史的展開』，1976年，
　武部善人r大阪産業史』，1982年，前掲中島「犬
　阪府における織物工場の分布動向　一明治後期
　の和泉・河内地方について二」，東大阪商工
　会議所五十年史編纂委員会編r東大阪商工会議所
　五十年史』，1988年などがあ乱　これらの文猷に
　おいては，おおむね，武部氏がr河内木綿の研
　究』以来主張しておられる，①河内農村の木綿問
　屋層（上向部分）の嵜生地主化傾向，②時代の趨
　勢を無視し，在来綿に膠着した「後向き」生産過
　程に由来する河内木綿生産の衰退一河内綿業の衰
　退，⑥綿業の衰退が生み出した新たな農村余剰労
　働力，④河内地方の農業地帯への転化などが述ぺ
　られている。
5）　この時期の『大阪府統計書』やr工場通覧』な
　どの資料的な閤題については，前掲中島「犬阪府
　におげる織物工場の分布状動向　一明治後期の
　和泉・河内地方について一」参照。その結論は，
　和泉・河内地方の産地織物業を見る場合，兼営織
　布工場を除けばr工場通覧』の記載は『大阪府統
　計書』の機業統計に遜色なく，両者とも利用可能
　となっている。
6）『大阪府統計書』明治40年版によると，1907年
　における犬阪府の綿織物生産額は13，029千円，う
　ち泉南郡3，419干円，泉北郡1，617千円，中河内郡
　949千円，南河内郡597千円となってい乱
7）綿織物生産額の内訳はr大阪府統計書』明治40
　年版による。同書は綿織物生産額の広幅・小幅別
　集計を行っていないが，この集計が行われている
　『大阪府統計書』大正5年版によると1916年には
　中河内・南河内両郡とも広幅木綿の生産を全く行
　っていない。したがって，1907年時点における両
　郡の綿織物製品のほとんどすべてが小幅物であっ
　たとみて間違いないg
8）r大阪府統計書』明治40年版によると，1907年
　における河内地方の菜種油生産額は641干円，菜
　種油粕生産額は274千円，綿実油生産額は111千
　円，綿実油粕生産額は129千円となっている。
9）河内地方の具体的な分析は以下第2表によって
　進めるこ’とにするが，前掲中島「大阪府における
　織物工場の分布動向　一明治後期の和泉・河内
　地方について一」では，明治30年代に北河内郡
　西部と中河内郡北部でタオルなどを中心に工場生
　産化が進んだが・明治40年代に入ると河内地方全
　域で工場数が減少して，工場生産が後退したと述
　べられてい乱この見解は明治30年代の工場生産
　化をやや過大に評価していると思われるが・明治
　40年代の河内綿織物業では工場生産がほとんどみ
　られないという同氏の指摘は正当である。また武
　部善人氏は前掲「摂河泉の綿業」，ユ52ぺ一ジにお
　いて「太鼓機のごとく資本のかかる生産手段は零
　紬な農民の手から離れ」と述べ，織機の発展が賃
　織（出機）普及の一因であったとされてい乱な
　お，わが国の綿業，とくに産地綿織物業の展開に
　ついては栂西光遠編『現代日本産業発達史　XI
　繊維　上』，1964年の関係諸章，古島敏雄『体系
　日本史叢書12産業史皿』，1966年の関係諸章，
　神立春樹『明治期農村織物業の展開』，1974年，
　第1章織物業発展の様相と農村織物業における問
　通の所在，山口和男編著r日本産業金融吏研究
　織物金融篇』，1974年，序章織物業の発達と金融
　（山口和男執筆）などを参照。
10）前掲武部r河内木綿史』，199ぺ一ジ。
11）河内木綿の変化については適当な記述がない
　が，泉州木綿の場合は前掲武部「摂河泉の綿業」，
　151－152ぺ一ジ参照。また注10であげた個所では，
　晶質の変化によって販路を失った例として，中河
　内郡曙川村と南河内郡三宅村の縞木綿などがあげ
　られている。
12）松崎久実「産業革命期の奈良県農村織物業と農
　村労働力」r土地制度史学』第104号，1984年は奈
　良県平野部の農村を例として賃織（出機）の実態
　を分析している。それによると1農家に2～3人
　いる婦女子（女子余剰労働力は自作ないし自小作
　に多い）は1人当り年50円前後の収入をあげてお
　り，それは自作農で年間所得の1～2割に，小作
　農で約3割に相当している。こうした現金収入は
　富作農では主に租税などの公負担に，小作農では
　肥料代などに当てられていた。
13）江戸時代の製油業と醸造業については八木哲浩
　「菜種と水油」前掲r日本産業史体系　6近畿地
　方篇』，長倉保「灘の酒」『同』参照。河内の製油
　業は古くから水軍を利用しており，また大正期以
　後は電動機を使用したと言われているが，r工場
大正期における河内の中小工業--動力問題を中心に--
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　通覧』明治42年版に記載されている工場数はわず
　か1であり，経営の大部分は小規模なマニュファ
　クチュアか水車利用の作業場であったとみられ
　る。また同年の醸造業の工場数は3戸，いずれも
　無動カエ場であり，すぺての作業場がマニュファ
　クチュアであったとみて間違いないだろう（第4
　表）。
14）　このような傾向は河内地方に限らず全国の先進
　的な産地綿織物業で見られたもののようであ孔
　「在来綿織物業は（中略）小営業からマニ’ユファ
　クチュアに推転するものが部分的に出現したが，
　マニュファクチュアの歴史的画期をみることはな
　かった」（前掲揖西『現代日本産業発達史　苅
　繊縫　上』，184ぺ一ジ）。「知多織物業の生産構造
　はマニュファクチァーの広汎な展開を見ることな
　しに問屋制家内工業の段階から工場制工業の段階
　へ移行したのである」（山崎広明「知多綿織物業
　の発展構造　一両大戦間期を中心として一」
　『経営史林』第7巻第2号，1970年，37－38ぺ一
　ジ）。
15）製品種別生産額内訳はr大阪府統計書』大正8
　年版によ孔前掲揖西r現代日本産業発達史　XI
　繊維　上』二246ぺ一ジには「豊田式力織機は，日
　清戦後における支那，朝鮮方面向の小幅白木綿生
　産に犬きな役割を果たすことになり，在来機業の
　近代化に犬きく貢献した」という記述があるが，
　「かかる輸出産業化の傾向に沿って，旧来の内地
　向小幅物から輸出向広幅物へ生産の重点を移すこ
　とに成功した特定の産地がめざましい発展をと
　げ」（阿部武司「両大戦間期泉南綿織物業の発展」
　r土地制度史学』第88号，1980年，18ぺ一ジ）と
　されているように，当時の綿織物製晶ではおおむ
　ね広幅物一輸出用，小幅物一国内用という区分が
　なされていたのである。
16）織機製造技術の発展に関しては以下の文献を参
　照した。石井正「豊田佐吉と織機技術の発展」
　r発明』第76巻第1～6号，1979年，南亮進・石井
　正・牧野文夫「技術普及の諸条件　一力織機の
　場合一」一橋大学r経済研究』第33巻第4号，
　1982年，南亮進・牧野文夫「技術逮択の経済性
　　一綿織物業の分析一」一橋大学r経済研究』
　第34巻第3号，1983年，牧野文夫「織物業におけ
　る技術進歩」r社会経済史学』第49巻第6号，1984
　年，阿部武司・橘川武郎「日本における動力革命
　と中小工業　一産地綿織物業の場合一」r社
　会経済吏学』第53巻第2号，1987年，南亮進・清
　川弩彦編『日本の工業化と技術発展』，1987年，
　第4章賃機から力織機工場へ：明治後期におげる
　綿織物業の場合（斉藤修・阿部武司執筆），第7
　章力織機製造技術の展開（石丼正執筆）。
17）前掲阿部「両大戦間期泉南綿織物業の発展」，
　11ぺ一ジ，阿部武司「戦前期泉南綿織物業におけ
　るr産地大経営』一帯谷商店の分析一」東
　京大学『社会科学研究」第35巻第1号，1983年，
　16ぺ一ジ。
18）前掲石井「豊田佐吉と織機技術の発展」『発明』
　第76巻第4号，26ぺ一ジ。
19）前掲石井「豊田佐吉と織機技術の発展」r発明』
　第76巻第3号，26ぺ一ジ。
20）阿部武司「戦間期における播州綿織物業の発展
　（一）」東京大学r社会科学研究』第36巻第3号，
　1984年，70－71ぺ一ジ。
21）南亮進r動力革命と技術進歩　一戦前期製造
　業の分析一』，1976年，23ぺ一ジ。
22）　同上書，163－164ぺ一篶
23）同上書，54－55ぺ一ジ，190－192ぺ一ジ。
24）以下の記述はr電気事業要覧』明治43年，大正
　元年，第8回，第10回，第12回ならびに関西地方
　電気事業百年史編纂委員会編r関西地方電気事業
　百年史』，1987年，114－116ぺ一ジ，132－133ペニ
　ジ，206ぺ一ジ，拙稿「関西における電力独占体の
　形成　一京都電灯の小売企業化を中心に一」
　r経済論叢』第131巻第1・2号，1983年によ乱
25）『工場通覧』大正7年版によれば，内燃機関使
　用30工場のうち，南河内郡所在は10工場，中河内
　郡南西部所在のものは12工場であるから，内燃機
　関使用工場の7割以上がこの地域にあったことが
　分かる。
26）r工場通覧』大正9年版によれば，当該地域の」
　綿織物工場は37戸であり，うち他から受電22戸，
　ガス発動機8戸，水車2戸，自家発電1戸，無動
　力工場4戸となっている。
27）r工場通覧』大正7年版によれば，「他から受電」
　　7工場のうち5工場は中河内郡主要部所在であ
　り，大軌供給区域内の小坂村・若江村・楠根村，
　大電供給区域内の大正村にあった。他の2工場は
　南河内郡南部の千早川水力供給区域内にあった。
28）前掲阿部・橘川「日本における動力革命と中小
　工業　一産地綿織物業の場合一」表3と9ぺ
　一ジによれば，実馬力で算出した電化率が5割を
　越えるのは1920年初頭で14産地中6産地であり，
　その他8産地の主な原動機はガス発動機や蒸気機
　関であった。また，阿部氏は泉南の綿織物工場が
　主にガス発動機で運転されていた事例をあげてい
　る（前掲阿部「戦前期泉南綿織物業におけるr産
　地大経営』一帯谷商店の分析一」，27ぺ一
　ジ）。
29）前掲南・石井・牧野「技術普及の諸条件　一
　力織機の場合一」，340ぺ一ジ。
30）河内木綿衰退後の河内農村におげる余剰労働力
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　の発生については種々の文献で指摘されている
　が，前掲武部r河内木綿吏』，第3章第3節河内木
　綿の衰退に伴う農村分解の諸相　一分解の深化
　rr前掲r柏原市史　第3巻』，235ぺ一ジ，前
　掲r東大阪商工会議所五十年史』，60ぺ一ジなど
　を参照。
31）前掲武部r河内木綿史』，．196－197ぺ一ジによれ
　ば，1883年当時の河内地方各郡における農家の平
　均経営面積は以下のようになっている（当時の郡
　は郡制成立後の村に相当するものと思われる）。
　渋川郡7．5反，若江郡5．9反，大県郡4．1反，河内
　郡3．9反，丹北郡3．2反，高安郡2．5反。大阪府
　平均が6．1反であるから，河内地方の大部分の地
　域ではごく零細な経営面積が支配的であったこと
　が理解されよ㌔農家副業の農業経営と家許に占
　める意義と比重に関しては，河内地方ではなく奈
　良県の例ではあるが，注12を参照。
32）導入過程の概略については前掲『大阪の産業と
　社会』，8ぺ一ジ，40ぺ一ジなどを参照。
33）ボタン製造業についての言己述は以下の文献によ
　るg前掲r柏原市史　第3巻』，258－263ぺ一ジ，
　前掲r東大阪商工会議所五十年史』，62－63ぺ一
　　ジ。
34）前掲『柏原市史　第3巻』，263ぺ一九
35）同上書，261－262ぺ一ジ。
36）『工場通覧』’大正7年版によれぱ，ポタン製造
　業の動力使用6工場は電力会社より電力を購入し
　て電動機を違転しているが，いずれの工場も1台
　の電動機を使用しているのみである。使用馬力数
　はユ馬力3工場，2馬力2工場，6馬力1工場と
　なっている。
37）ブラシ製造業については以下の文献参照。前掲
　r大阪の産業と社会』・135－136ぺ一ジ・菊浦重雄
　「明治期のブラシエ業　一『技術移転』と輸出を
　中心に一」東洋大学『経済論集』第4巻第2号，
　1979年。
38）　マッチ製造業の記述は以下の文献によった。前
　掲古島『体系日本史叢書12産業史皿』，第4篇第
　　3章第4節マッチ製造業の導入と発展，前掲r大
　阪の産業と杜会』，121ぺ一ジ，169－170ぺ一ジ，
　190ぺ一ジ，武知京三「明治後期・在阪燐寸製造
　工業経営の一展開　一昌盛製燐株式会社の実態
　を通じて一」前掲r近代大阪の歴史的展開』。
（1990年1月10日受理）
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